
（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

4,751,485,406
567,282

0
142,523,566

5,905,965,647
0

4,894,576,254
-4,462,472

資産合計 負債及び純資産合計 10,852,123,757

142,523,566
0
0

10,852,123,757

0

純資産合計 10,816,638,8650

0

0
5,905,965,647

0

5,915,701,307
0
0
0
0

14,198,132

0
0
0

0
402,378,862

-360,532,666

0
0
0

0
0
0

0 6,100,071,069
0 4,716,567,796
0

0 33,672,366
0 負債合計 35,484,892
0

0 0
0 0
0 1,021,966

0 0
0 0
0 0

0 790,560
0 34,694,332
0 0

0 0
0 0
0 0

5,957,547,503 790,560
41,846,196 0

【様式第１号】

全体貸借対照表
（令和５年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

0

0

253,469,457,544

253,469,457,544

0

0

0

0

0

0

292,018,743

4,367,900,034

1,323,408

-3,754,981

4,370,331,607

247,221,206,487

482,355,517

246,738,782,570

68,400

292,018,743

0

0

253,761,476,287

6,540,269,800

8,094,649

1,998,524

0

0

6,096,125

2,164,275,117

2,126,737,394

348,031

37,189,692

【様式第２号】

全体行政コスト計算書
自　令和４年４月１日

至　令和５年３月３１日

科目 金額



(単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 5,409,002,401 7,016,555,294

純行政コスト（△） -253,469,457,544

財源 251,860,538,714

税収等 146,986,352,681

国県等補助金 104,874,186,033

本年度差額 -1,608,918,830

固定資産等の変動（内部変動） 691,068,668 -691,068,668

有形固定資産等の増加 1,875,500 -1,875,500

有形固定資産等の減少 -37,189,692 37,189,692

貸付金・基金等の増加 2,634,131,906 -2,634,131,906

貸付金・基金等の減少 -1,907,749,046 1,907,749,046

資産評価差額 0

無償所管換等 0

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

その他 0 0

本年度純資産変動額 691,068,668 -2,299,987,498

本年度末純資産残高 6,100,071,069 4,716,567,796

0

0

-1,608,918,830

10,816,638,865

0

0

0

-1,608,918,830

【様式第３号】

全体純資産変動計算書
自　　令和４年４月１日

至　　令和５年３月３１日

科目 合計

12,425,557,695

-253,469,457,544

251,860,538,714

146,986,352,681

104,874,186,033



（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

前年度末資金残高 7,087,387,560
本年度末資金残高 4,750,463,440

0
36,589,752

0
0
0

本年度資金収支額 -2,336,924,120
-36,589,752

36,589,752

2,634,131,906
0
0
0

1,910,881,000
0

-725,126,406

1,910,881,000
0
0
0

1,875,500

252,152,833,614
146,986,628,838
104,874,186,033

0
292,018,743

0

-1,575,207,962

0
0
0

2,636,007,406

1,323,408
4,370,331,607

247,221,206,487
482,355,517

246,738,782,570

4,751,485,406
1,021,966

6,453
1,015,513

【様式第４号】

全体資金収支計算書
自　　令和４年４月１日

至　　令和５年３月３１日

科目 金額

68,400

253,728,041,576
6,506,835,089

8,094,649
2,127,085,425



全体会計財務書類 注記

１ 重要な会計方針

(１)   有形固定資産の評価基準及び評価方法

有形固定資産・・・・・・・・・・・・・取得原価

(２) 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

③ リース資産

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(３) 引当金の計上基準及び算定方法

① 未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能

見込額を計上しています。

(４) リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

 ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース

料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

 イ ア以外のファイナンス・リース

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(５) 資金収支決算書における資金の範囲

 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（３か月以内の短期投資、出納整理期間

中の取引により発生する資金の受払いも含みます。）を、資金の範囲としております。

(６) 消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２ 重要な会計方針等の変更

 重要な会計方針等の変更はありません。

３ 重要な後発事象

 該当する事象はありません。

４ 偶発債務

 該当する事象はありません。

５ 追加情報

(１) 全体会計財務書類の対象範囲

 一般会計

 後期高齢者医療特別会計



(２) 出納整理期間

 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納

整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としてい

ます。


